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 小出力発電設備（太陽電池50kW未満、風力20kW未満）については、設備の電気保安を確保するため、
民間によるガイドラインやチェックリストと国の技術基準との連携、一定水準の技術者による施工・保守点検の慫慂
を図るとともに、事故への適切な対応のために報告徴収や事故報告の対象化（令和３年４月）。

【参考】https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/detail/jikohoukoku.html
 住宅用の太陽電池発電設備についても、立入検査の対象化（令和３年４月） 。
 太陽電池発電設備の設置者や設置形態の多様化、技術革新への対応等を踏まえ、「発電用太陽電池設備に

関する技術基準を定める省令」の整備（令和３年４月）。

対象に
追加

対象に
追加

使用前自己確認
制度の導入

・民間のガイドラインや
チェックリスト等と国の
技術基準との連携
・一定水準の技術者に
よる施工・保守点検等

・民間のガイドラインや
チェックリスト等と国の技
術基準との連携
・一定水準の技術者によ
る施工・保守点検等

※２

※１ 太陽電池発電設備に特化した新たな技術基準の整備
※２ 電気主任技術者の選任や保安規程の届出により適切な保安体制と運用を担保

＜太陽電池発電設備の保安規制の対応＞ （参考）＜風力発電設備の保安規制の対応＞

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/detail/jikohoukoku.html
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 再エネ発電設備のうち、特に、急増している太陽電池発電については、事故件数・事故率ともに
増加の傾向。

 また、近年、自然災害の度に再エネ発電設備の事故も発生し、再エネ発電設備の安全の確保に
対する社会的な要請も高まっているところ。

＜太陽電池発電設備の事故件数の推移＞

１．再エネ発電設備の保安を巡る課題（事故件数の増加）

＜太陽電池発電設備の事故の様子＞

太陽電池パネル崩壊事故（2018年7月、姫路市） 西日本豪雨時の発電設備（50kW未満）の崩落事故
（2018年7月、神戸市）出所：電気保安統計年報(2019年度)

なお、2016年度以降、事故報告の対象範囲を広げている。

※小出力発電設備は除く

＜小出力発電設備の事故発生状況(令和3年4～9月）＞
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年度 2013 14 15 16 17 18 19
事故件数 2 8 13 33 89 117 135
事故率（百万kW当たり） 1.1 2.0 2.3 3.6 7.1 7.9 8.2
設備量（1,000kW） 1892 4005 5536 9180 12514 14899 16447
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計
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太陽電池
発電設備

(10kW以上
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0 0 １３
（＊） １７ ２８ ５８

風力発電設備
(20kW未満) 0 0 0 0 0 0

（＊）全て自然現象由来



3

２．事故報告の対象となる事故の範囲
 小出力発電設備（10kW以上50kW未満）の太陽電池発電設備について、本年
４月から国（所轄の産業保安監督部）への事故報告制度の対象。

 対象を10kW以上の太陽電池発電設備と限定したのは、住宅用とそれ以外とでは、
設備・構造やリスクが異なることなどによるもの。

 事故の種類については、①太陽電池発電設備を起因とした感電やパネルの飛散・落下
による死傷事故、②電気火災、③他人の物件への損傷事故、④太陽電池パネルや
支持物など主要設備の破損事故など重大事故。

電気関係報告規則で求める小出力発電設備（太陽電池）の事故報告の内容

事故の種類 事故内容の詳細

① 感電等による死傷事故 破損又は誤操作等により人が死傷した事故

② 電気火災事故 電気工作物が半焼以上（損壊の程度が工作物の20%以上）の場合

③ 他の物件への損傷事故 他の物件へ損傷を与えた事故

④ 主要電気工作物の破損事故 構内における主要設備の破損



３．事故報告のタイミング

 事故報告のタイミングについては、事故の覚知後の電話連絡も可能であるため、①速報
については、現行の事故報告と同じく、電話等により事故覚知後24時間以内。

 事故報告の②詳報については、現行の事故報告と同様に、事故覚知後30日以内。
なお、事故原因の調査等が終了していない場合でも、中間報告として一旦報告を受け、
調査完了時点で最終報告として報告を受ける運用としている。

＜①事故速報＞
・事故覚知後、24時間以内に、設置者名、事故の発生した日時、場所、事故が発生した
電気工作物（設備）及び事故の概要について、電話等で各産業保安監督部へ報告。

＜②事故詳報＞
・事故覚知後、30日以内に、より詳細な被害状況(死傷・火災・損壊状況等)、事故原因等
について書面等で各産業保安監督部へ報告。
・NITEの詳報作成支援システムを利用して簡易に報告が可能。
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独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）
事故の詳細（詳報）は、Webアプリケーションツール

「詳報作成支援システム」により作成が可能。
https://www.nite.go.jp/gcet/tso/shohosupport/

報
告
先
一
覧

（メール等により24時間常時受付）

P９
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＜参考：パンフレット・ＱＡ集＞
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ご清聴
ありがとうございました。

電 力 安 全 課
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